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地 域 再 生 計 画 

 
１ 地域再生計画の名称 

  安全・安心で災害に強いまちづくり計画 
 
２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  栃木県、大田原市 
 
３ 地域再生計画の区域 

  大田原市の全域 
 
４ 地域再生計画の目標 

  （概要） 
大田原市は、栃木県北東部に位置し、八溝山

やみぞさん

系の豊富な森林と那須野
な す の

が原
はら

に広がる緑豊かな

田園地帯を鮎
あゆ

の漁獲量日本一を誇る清流那珂川
な か が わ

や箒川な
ほうきがわ

どが流れる自然豊かな地域である。こ

の地域は、歴史的文化遺産が数多く点在するところでもあり、「那須国造碑」
なすのくにのみやつこひ

や

「上侍塚古墳
かみさむらいづか   

」、「下侍塚古墳
しもさむらいづか   

」が国指定文化財となっているほか、県指定文化財の「那須
な す

神社」や「大雄寺
だいおうじ

」、禅宗の日本四大道場の一つである「雲巌寺
うんがんじ

」などの文化遺産がある。ま

た、「芭蕉
ばしょう

の里」としても知られ、俳聖「松尾芭蕉」が「奥の細道紀行」で最長逗留した地で

もあり、逗留中に残した数々の名句を刻んだ句碑も市内隋所に配置されている。 

  （現状） 

平成１７年１０月１日に大田原市・那須郡湯津上村
ゆ づ か みむ ら

・那須郡黒羽町
くろばねまち

の合併により、面積３

５４．１２㎢、人口約７万９千人の新大田原市が誕生し、平成１９年３月に策定された大田原

市総合計画「新大田原レインボープラン」に基づく、市の将来像、「住む人が輝き 来る人が

やすらぐ 幸せ度の高いまち」を実現するため、７つの基本政策を掲げ、現在推進していると

ころである。 

合併後９年が経過し、住民・行政ともに新市に慣れ親しんできており、市の将来像に向けて

の取り組みも中期から後期の段階に移行している状況である。 

本市の人口は、平成１７年で７９，０２３人となっており、平成７年からの１０年間で約２，

０００人増と増加傾向を維持していたが、平成１７年からは減少傾向に転じ、平成２２年国勢

調査では７７，７２９人まで減少した（－１．６％）。全国でみると平成１７年が１２７，７

６７，９９４人、平成２２年が１２８，０５７，３５２人と増加している（＋０．２％）ので、

本市の状況とは大きな開きがある。このまま地域再生を行わずに人口減少の傾向が続くと、本

市の人口は５年後の平成３１年には７３，５００人にまで減少することが推測される。 

 

  （課題） 

近年の人口減少の勢いは凄まじく、経済、産業、財政などに大きな影響を及ぼし、ひいては

本市の行政運営にも支障をきたす恐れがある。そんな中で東日本大震災は人々の記憶に新しく、

定住地の選定基準として安全・安心な暮らしは大きな割合を占めると考えられる。だれもが住

みたくなるまちを実現し、定住人口の増加や他市町村からの移住の増加を目指した安全生活定

住面による地域再生を図る。 
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現在当市内においては、市道の狭さく箇所や交差点をはじめとした慢性的な交通渋滞個所が

存在することから、市道や林道の整備を推進し、道路整備網を充実させることは、医療機関を

はじめとする公共・公益施設などへの快適な移動を可能とするほか緊急車両の到着時間の短縮

にもつながり、安全・安心を与えるまちづくりを具体化できる。 

まず、自然災害や火災事故の際に災害・緊急医療機関へのアクセスが課題となっている。栃

木県北における中核医療機関としての那須赤十字病院が平成２４年７月に移転が完了したが、

周辺道路の整備が追い付いていない。さらに現在、東日本大震災で被災した大田原広域消防組

合消防本部庁舎の移転が進められており、今後は隣接消防組合との統合に加えて、周辺広域消

防と共同で高機能消防指令センターの運用開始も計画され、アクセスのための周辺道路の整備

が急がれる。 
また、災害発生時は支援物資の輸送に地区と地区を結ぶ道路の活用が予想されるが、道路整

備からの経年劣化が著しく路面の修繕が必要な状態である。 
次に防災、特に土砂災害の防止のためにも人工林の適切な管理が求められる。小規模林家が

多く、不在所有者の山林も存在し、手入れの行き届かないところが多いため、経済的、効率的

な木材の搬出等ができない地域がある。森林整備を推進するためにも林道対策が課題となって

いる。 
さらに、災害により市道が寸断された場合に孤立してしまう集落の連絡道としての役割も期

待できる。 
  （対策と目標） 

大田原市総合計画の基本政策の一つ「安全・安心で市民活動がいきづくまちへ」を実現して

人口減少・高齢化を解消したい。 

そのために子育て支援施策、産業振興施策などを盛り込んだ「中心市街地活性化基本計画」

などで人口誘導を図ることに加えて「八
や

溝山
みぞさん

周辺地域定住自立圏構想」の中心市として連携

市町とともに地域を活性化させて都市部への人口流出にも歯止めをかけたい。 

本計画では自然災害や火災・事故等に備えた防災基盤の整備として、緊急医療機関、消防本

部庁舎へのアクセス道路の拡幅改良と特に損傷の著しい区間の舗装修繕及び山村地域におけ

る林道の整備を一体的に行うことにより、だれもが安全で安心して暮らせる環境づくりを図り、

定住人口の増加を目指す。 
 

  （目標１）大田原市の人口の増 

・７３，０８２人（平成２６年）→７３，０８２人（平成２９年） 

→７３，４４７人（平成３１年） 

       中心市街地活性化基本計画の区域を除いた市の人口について、０．５％増を目指す。

なお、交付金事業を導入しない場合は２．９％減の７０，９１６人と推測される。 

 

  （目標２）主要公共施設から那須赤十字病院（新消防本部庁舎が隣接）、那須中央病院へのア

クセス改善 

・西那須野駅～那須赤十字病院      １４分（２６年）→１２分（３１年） 

・湯津上支所～那須赤十字病院      ２２分（２６年）→２０分（３１年） 

・須賀川出張所～那須赤十字病院     ３１分（２６年）→２９分（３１年） 
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・大田原西地区公民館～那須赤十字病院  ２１分（２６年）→１８分（３１年） 

・金田北地区公民館～那須赤十字病院    ９分（２６年）→ ７分（２９年） 

・親園地区公民館～那須赤十字病院    ２２分（２６年）→２０分（３１年） 

・佐久山地区公民館～那須赤十字病院   ２０分（２６年）→１８分（２９年） 

・野崎駅～那須中央病院          ９分（２６年）→ ７分（２９年） 

 

  （目標３）災害時地区間連絡道路の確保 

・大田原
おおたわら

西
にし

地区公民館～親
ちか

園
その

地区公民館  １０分（２６年）→ ８分（３１年） 

・湯津上
ゆ づ か み

地区公民館～金田南地
かねだみなみ

区公民館  １８分（２６年）→１５分（３１年） 

・湯津上地区公民館～黒羽
くろばね

川西
かわにし

地区公民館 １９分（２６年）→１６分（３０年） 

・黒羽川西地区公民館～両郷地
りょうごう

区公民館  １７分（２６年）→１５分（３２年） 

 
  （目標４）健全な森林の育成 

     ・０ha（平成２６年度）→２ha（平成２９年度）→６ha（平成３３年度） 

       平成２７年度以降開設した林道の利用区域の間伐面積について７年後までに６ha

の間伐を実施する。 
 
  （目標５）災害時孤立集落の解消 

     ・２集落（平成２６年度）→２集落（平成２９年度）→０集落（平成３１年度） 

（塩ノ
し お の

草
くさ

集落、湯坂
ゆ ざ か

集落） 

 

  （目標６）道路ネットワーク確保のための老朽化保全対策の推進 

     ・０箇所（平成２６年度末）→６箇所（平成２９年度末）→６箇所（平成３１年度末） 

       林道の橋梁（３路線、６橋）について、個別施設毎の長寿命化計画を策定するた

めの点検・診断を実施する。 

 

  （目標７）皆伐作業の拡充 

     ・９ｈａ（平成２６年度）→１１ｈａ（平成２９年度）→１４ｈａ（平成３３年度） 

       林道八溝縦貫線の改良により、利用区域内における皆伐作業の拡充を図る。 

 
５ 地域再生を図るために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

市内各地区から緊急医療機関、消防本部庁舎に向かう道路は、那須赤十字病院が平成２４年

に移転、消防本部庁舎が平成２７年に移転完了予定のため、整備が追いついていない。市道鹿
か

畑中
ばたなか

の原
はら

線、市道中田原
なかだわら

１６号線、市道中
なか

田原
だ わ ら

大輪
お お わ

線、市道富士見１０１号線及び市道美原
み は ら

富士山
ふ じ や ま

線の拡幅改良、市道西那須野駅東口線、市道中田原大輪線及び市道内環状北大
きたおお

通り
ど お り

線の

舗装修繕を行い、中心市街地から放射状に各地域に延びる「縦の道」としてアクセス改善を図

る。 

また、災害時に地区と地区を結ぶ連絡道路として、避難経路や物資運搬に活用する道路が必

要となるが、現在の道路は整備から数十年が経過し、舗装の修繕が必要である。損傷の著しい
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道路である市道鹿
か

畑
ばた

湯津上
ゆ づ か み

中央線、市道大田原
おおたわら

喜連川
きつれがわ

線、市道野崎
の ざ き

工業団地東
ひがし

線及び市道内環

状南大通り
みなみおおどおり

線の舗装修繕と狭隘な道路である市道狭原石田
せばはらいしだ

線、市道中野内那須
な か の う ち な す

線の拡幅改良を

実施することにより、前述した「縦の道」に対する「横の道」が蜘蛛の巣状のネットワーク道

を構築するとこになり、災害時の利活用が期待される。 

災害時には土砂災害の発生も大きな懸念事項のひとつであるが、人工林の多い本市の山林は、

管理状況によってその確率を下げることが可能である。山地災害危険地区の崩壊土砂流出危険

地区に指定されている地域に林道塩
しお

の草
くさ

須佐
す さ

木
ぎ

線を整備するとともに、林道八
や

溝
みぞ

縦貫
じゅうかん

線の改良

工事を実施する。また、林道八
や

溝
みぞ

縦貫
じゅうかん

線、林道小手
こ て

谷論手
や ろ ん で

線及び稗畑入
ひえばたけいり

小滝
こ た き

線の橋梁点検を

実施し、林道の安全性の確保を図り、大田原市の有する広大な森林資源の効率的・効果的な活

用のための森林整備の促進を図る。 

さらに災害時に万が一、土砂崩れや落橋が発生し、道路が寸断され通行止めが起こった際、

集落が孤立してしまうと被害が拡大する恐れがある。市道余
よ

瀬
ぜ

５号線を拡幅改良することによ

り湯坂集落は橋梁を渡らない安全なルートを確保できる。林道塩の草須佐木線の開設と併せて

市道須佐木１５号線を改築することにより集落、特に社会福祉施設も含まれる塩ノ草集落の孤

立を防ぐことができる。 

 

  ５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

  道整備交付金【Ａ３００１】 

  対象となる事業は、以下のとおり事業開始に係る手続き等を完了している。 
  なお、整備箇所等については、別添の整備箇所図に示した図面による。 
   ・市道 道路法に規定する市道に認定済み。（ ）内は認定年月日 

市道狭原石田線     （平成２１年３月３１日） 

市道鹿畑中の原線    （平成２１年３月３１日） 

市道中野内那須線    （平成２１年３月３１日） 

市道中田原１６号線   （平成２１年３月３１日） 

市道中田原大輪線    （平成２１年３月３１日） 

市道富士見１０１号線  （平成２１年３月３１日） 

市道美原富士山線    （平成２１年３月３１日） 

市道余瀬５号線     （平成２１年３月３１日） 

市道須佐木１５号線   （平成２１年３月３１日） 

市道西那須野駅東口線  （平成２１年３月３１日） 

市道鹿畑湯津上中央線  （平成２１年３月３１日） 

市道大田原喜連川線   （平成２１年３月３１日） 

市道野崎工業団地東線  （平成２１年３月３１日） 

市道内環状北大通り線  （平成２１年３月３１日） 

市道内環状南大通り線  （平成２１年３月３１日） 

   ・林道 森林法による那珂川地域森林計画（平成２２年１２月策定）に路線を記載。 

     林道塩の草須佐木線 

     林道八溝縦貫線 

   ・林道の保全対策 

     林道八溝縦貫線 

     林道小手谷論手線 

     稗畑入小滝線 



5 

   [施設の種類]   [事業主体] 

    ・市 道     大田原市 

    ・林 道     大田原市、栃木県 

   [事業区域] 

    ・大田原市全域 

   [事業期間] 

    ・市 道  平成２７年度～平成３２年度 

    ・林 道  平成２７年度～平成３３年度 

   [整備量及び事業費] 

    ・市道 １６．４ ㎞ 

    ・林道  ２．２ ㎞ 

     林道の保全対策（点検診断） ６箇所 

    ・総事業費３，１５８，５０６千円（うち交付金１，５７６，３４８千円） 

       市道２，５０５，１８０千円（うち交付金１，２５２，５９０千円） 

       林道  ６５３，３２６千円（うち交付金    ３２３，７５８千円） 

        うち林道の保全対策   ４，５００千円 

          （うち交付金    ２，２５０千円） 

 
 ５－３ その他の事業 

  地域再生法による特別の措置を活用するほか、「安全・安心で災害に強いまちづくり計画」を

達成するため、以下の事業を総合的かつ一体的に行うものとする。 

 

  ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

   該当なし 

 

  ５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

   （１）八溝山周辺地域定住自立圏構想 

内  容  定住自立圏は、地方圏において、安心して暮らせる地域を各地に形成し、

地方圏から三大都市圏への人口流出を食い止めるとともに、三大都市圏の

住民にもそれぞれのライフステージやライフスタイルに応じた居住の選択

肢を提供し、地方圏への人の流れを創り出すため、全国的な見地から推進

していく。 

参加自治体 八溝山を囲む２市６町（大田原市、那須塩原市、那須町、那珂川町、福島

県棚倉町、矢祭町、塙町、茨城県大子町） 

 

実施期間  平成２７年４月～平成３２年３月 

   （２）スマートウェルネスシティ総合特区 

内  容 自律的に「歩く」を基本とする『健康』なまち（スマートウェルネスシティ）

を構築することにより、健康づくりの無関心層を含む住民の行動変容を促し、

高齢化・人口減少が進んでも持続可能な先進予防型社会を創る。 

参加団体 大田原市、見附市、伊達市、新潟市、三条市、高石市、豊岡市、筑波大学、

株式会社つくばウェルネスサーチ 

実施期間 平成２７年４月～平成２８年９月 
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   （３）防災対策事業 

内  容 地域住民が連携して災害活動を行う自主防災組織の組織結成支援、防災リー

ダー育成等の拡充・強化を図るとともに、防災倉庫の設置、備品の備蓄、さ

らには災害時給水タンクや避難所への災害時公衆電話の設置を勧めて災害に

備える。 

事業主体 大田原市 

実施期間 平成２７年４月～平成３２年３月 

 

   （４）森林整備地域活動支援事業 

内  容 国土の保全、水源のかん養、地球温暖化の防止等の森林の有する多面的機能

が十分に発揮されるよう、森林施業の集約化に必要な森林情報の収集、境界

確認等の諸活動及び森林施業の実施の基盤となる既存の作業路網の改良を行

う活動に対して支援を行う（林野庁支援事業）。 

事業主体 大田原市 

実施期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

 

   （５）森林環境保全直接支援事業 

内  容 林業生産活動等が継続的に実施される仕組みを作り上げることを目指し、森

林経営計画、森林施業計画の認定を受けた方等に造林、下刈り、除伐、間伐

等の森林整備作業に支援を行う（林野庁支援事業）。 

事業主体 大田原市森林組合 

実施期間 平成２７年４月～平成３２年３月 

 

   （６）とちぎの元気な森づくり県民税事業 

内  容 豊かな水や空気を育み安全で安心できる県土をつくり、さらには、地球温暖

化の防止にも貢献するなど様々な働きを持っている大切な森林を、県民全体

の理解と協力の下に守り育て、元気な森を次の世代に引き継いでいくために、

平成２０年４月から『とちぎの元気な森づくり県民税』を導入した。 

事業主体 大田原市森林組合 

実施期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

 

６ 計画期間 

  平成２７年度～平成３３年度 

 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

 ７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

４に示す地域再生計画の目標達成状況については、計画期間の中間年度及び計画終了後に大

田原市が、必要な調査を行い、状況を把握・公表する。 

定量的な目標に関わる基礎データは、市の統計データ、実測データを用い、中間評価、事後

評価の際には統計データや交通量調査等を行うことにより評価を行う。 
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 ７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

 平成２６年 

（基準年度） 

平成２９年 

（中間年度） 

最終目標 

目標１ 

大田原市の人口の増 
（中心市街地活性化基本計画の区域

を除く） 

人 

７３，０８２ 

人 

７３，０８２ 

人 

７３，４４７ 

目標２ 

アクセス改善 

主要公共施設から那須赤十字病院 

・西那須野駅～那須赤十字病院 １４分 － １２分 

目標３ 

アクセス改善 

災害時地区間連絡道路の確保 

大田原西地区公民館～親園地区公民

館 １０分 － ８分 

目標４ 

健全な森林の育成 

開設した林道の対象森林の整備 ０ha ２ha ６ha 

目標５ 

災害時孤立集落の解消 ２集落 ２集落 ０集落 

目標６ 

老朽化保全対策の推進 ０箇所 ６箇所 ６箇所 

目標７ 

皆伐作業の拡充 ９ｈａ １１ｈａ １４ｈａ 

 

（指標とする数値の収集方法） 

項  目 収集方法 

定住人口の増 大田原市の毎月人口調査より 

アクセス改善 路線毎の実測調査、交通量調査より 

健全な森林の育成 対象森林の森林整備事業の調査より 

災害時孤立集落の解消 複数のアクセス道路の整備状況確認より 

老朽化保全対策の推進 大田原市農林整備課職員で独自調査 

皆伐作業の拡充 森林法に基づく伐採に係る許可状況の確認より 

 

 ７－３ 目標の達成状況に係る公表の手法 

   ４に示す地域再生計画の目標の達成状況を始め中間評価及び事後評価の内容を、速やかに

インターネット（栃木県及び大田原市のホームページ）の利用により公表する。 

 



添付資料の一覧（目次） 

 

 （１） 区域の図面 

 

 （２） 整備する施設の整備区域又は整備箇所を示した図面 

 

 （３） 地域再生計画の工程表及びその内容を説明した文書 

 

 （４） 変更理由書 



  

（１）区域の図面 
 
 地図Ａ 計画の区域に含まれる行政区画を表示した図面 

 

栃木県 

大田原市 安全・安心で災害に強いまちづくり計画 

大 田 原 市 の 全 域



  

 

西那須野塩原 I.C

黒磯板室 I.C 

大田原市役所 
金田南地区公民館 

市道中田原大輪線（新設） 

平成 27 年度～平成 31 年度 

事業費 164,708(千円) 交付金 82,354(千円)

事業延長 L=470m 

市道狭原石田線（改築） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

事業費 168,760(千円) 交付金 84,380(千円)

事業延長 L=1,200m 

市役所黒羽支所

市道余瀬５号線（改築） 

平成 27 年度～平成 32 年度 

事業費 103,030(千円) 交付金 51,515(千円)

事業延長 L=300m 

市道中田原大輪線（修繕） 

平成 27 年度～平成 31 年度 

事業費 100,000(千円) 交付金 50,000(千円)

事業延長 L=1,000m 

市役所湯津上支所

市道野崎工業団地東線（修繕） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

事業費 93,000(千円) 交付金 46,500(千円)

事業延長 L=1,600m 

佐久山地区公民館

大田原西地区公民館 

林道稗畑入小滝線（保全対策） 

平成 29 年度 

事業費 828(千円) 交付金 414(千円) 

橋梁点検 1 箇所 

市道大田原喜連川線（修繕） 

平成 27 年度～平成 31 年度 

事業費 58,988(千円) 交付金 29,494(千円)

事業延長 L=600m 

林道塩の草須佐木線（開設） 

平成 27 年度～平成 33 年度 

事業費 450,000(千円) 交付金 222,095(千円)

事業延長 L=2,038m W=4.0m 

大田原市全図

（２）整備する施設の整備区域又は整備箇所を示した図面

親園地区公民館 

消防本部庁舎

那須赤十字病院

那須中央病院

金田北地区公民館

大田原東地区公民館 
野崎地区公民館 

野崎駅 

市役所両郷出張所

市役所須賀川出張所

市道内環状南大通り線（修繕） 

平成 27 年度～平成 31 年度 

事業費 146,100(千円) 交付金 73,050(千円)

事業延長 L=2,500m 

市道須佐木 15 号線（改築） 

平成 28 年度～31 年度 

事業費 117,820(千円) 交付金 58,910(千円) 

事業延長 L=6 

00m 

市道鹿畑中の原線（改築） 

平成 27 年度～平成 31 年度 

事業費 188,004(千円) 交付金 94,002(千円)

事業延長 L=900m 

市道鹿畑湯津上中央線（修繕） 

平成 27 年度～平成 30 年度 

事業費 314,728(千円) 交付金 157,364(千円)

事業延長 L=3,700m 

林道八溝縦貫線（保全対策） 

平成 29 年度 

事業費 1,480(千円) 交付金 740(千円)

橋梁点検 3 箇所 

林道八溝縦貫線（改良） 

平成 29 年度～平成 30 年度 

事業費 200,000(千円) 交付金 100,000(千円)

事業延長 L=200m W=5.0m 

林道小手谷論手線（保全対策） 

平成 29 年度 

事業費 1,018(千円) 交付金 509(千円)

橋梁点検 1 箇所 

那須塩原駅 

市道中野内那須線（改築） 

平成 27 年度～平成 32 年度 

事業費 315,682(千円) 交付金 157,841(千円)

事業延長 L=1,100m 

道路整備交付金による施設整備の整備箇所図

市道中田原 16 号線（新設） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

事業費 44,351(千円) 交付金 22,176(千円)

事業延長 L=150m 

市道西那須野駅東口線（修繕） 

平成 27 年度 

事業費 39,023(千円) 交付金 19,512(千円)

事業延長 L=350m 

市道内環状北大通り線（修繕） 

平成 27 年度～平成 30 年度 

事業費 48,900(千円) 交付金 24,450(千円)

事業延長 L=600m 

西那須野駅 

東北新幹線

東北自動車道

市道美原富士山線（改築） 

平成 27 年度～平成 32 年度 

事業費 548,464(千円) 交付金 274,232(千円)

事業延長 L=1,000m 

市道富士見 101 号線（改築） 

平成 27 年度～平成 29 年度 

事業費 53,622(千円) 交付金 26,811(千円)

事業延長 L=280m 



  

（３）地域再生計画の工程表及びその内容を説明した文書 

区分 支援措置等の名称

（番号） 

平成２７年

度 

２８ ２９ ３０ ３１ ３２ ３３ ３４～ 

支
援
措
置 

道整備交付金 

（Ａ３００１） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市道狭原石田線 

市道鹿畑中の原線 

市道中野内那須線 

市道中田原１６号線 

市道中田原大輪線 

市道富士見１０１号線 

市道美原富士山線 

市道余瀬５号線 

市道須佐木１５号線 

市道西那須野駅東口線 

市道中田原大輪線 

市道鹿畑湯津上中央線 

市道大田原喜連川線 

市道野崎工業団地東線 

市道内環状南大通り線 

市道内環状北大通り線 

林道塩の草須佐木線 

 
 

 
 
 

安
全
・
安
心
で
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り 

林道八溝縦貫線 

林道八溝縦貫線 

（保全対策）3 箇

林道小手谷論手線 

（保全対策）2 箇

林道稗畑入小滝線 

（保全対策）1 箇



  

 
 

 
 
 

関
連
事
業 

八溝山周辺地域定

住自立圏構想 

        

スマートウェルネ

スシティ総合特区 

        

防災対策事業 

        

森林整備地域活動

支援事業 

        

森林環境保全直接
支援事業 

        

とちぎの元気な森
づくり県民税事業 

        

 

（工程表の説明） 

スマートウェルネスシティ総合特区によって高齢化・人口減少社会の地域活力の低下を防ぎながら、定住人口の増加に向けて八溝山地域定住自立圏構想

を推進するなかで、支援措置による市道整備を実施することにより防災消防、インフラ整備の面から寄与する。 

また、防災対策事業による安全で安心して暮らせる環境づくりに併せて、山地災害危険地区の崩壊土砂流出危険地区に指定されている地域に支援措置に

よる林道を整備しながら、森林整備地域活動支援事業、森林環境保全直接支援事業、とちぎの元気な森づくり県民税事業を活用して人工林の適切な管理

を促進し、安全・安心で災害に強いまちづくりを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自主防災組織の組織結成支援 
・防災リーダー育成 
・防災倉庫の設置、備品の備蓄 
・災害時給水タンクや避難所への災害時公衆電話の設置 

森林情報の収集、境界確認等の諸活動
及び既存の作業路網の改良を行う活
動に対して支援を行う。 

連携市町は、機能の統合を図り、圏域を一体的かつ効率的な経営を目指すことを第一義としつつ、圏
域内住民のニーズの高度化・多様化にも応えられる行政サービスを実現するため、保健医療、福祉、
教育、産業振興、環境、防災消防、地域公共交通、インフラ整備、文化・芸術等の連携、圏域内交流
等の行政課題のうち、基礎的かつ共通のものの解決に向けた取組を優先的に行い、より高度な圏域づ
くりに取り組む。 

生涯にわたり健やかで幸せに暮らせ
るまちを創造することで、高齢化・人
口減少社会の進展による地域活力の
進化を防ぎ、地域活性化に貢献する。 

林業生産活動等が継続的に実施される仕組みを作り上げることを目指し、森林経営計画、森林施業計画
の認定を受けた方等に造林、下刈り、除伐、間伐等の森林整備作業に支援を行う。 

県民全体の理解と協力の下に森林を
守り育て、元気な森を次の世代に引き
継いでいくための事業を行う。 



別紙 
変更理由書 

栃 木 県 
大田原市 

 
（市道の事業量、事業費、事業期間及び路線数の変更） 

市道「中野内那須線」については、事業着手前の予備調査に基づき移転補償の対象範

囲や物件の種類等を概略で算定していたものの、事業着手後に詳細な調査・測量を行っ

たところ、移転補償の範囲や種類等に変更が生じたことから事業費を増額するとともに、

道路本体工事の支障となる水路の移設工事に関する水路管理者との協議に時間を要し

たことから、事業期間を１年延長し平成 32 年度までとする。 
市道「美原富士山線」については、事業着手前の予備調査に基づき移転補償の対象範

囲や物件の種類等を概略で算定していたものの、事業着手後に詳細な調査・測量を行っ

たところ、移転補償の範囲や種類等に変更が生じたことから事業費を増額するとともに、

効率的な事業実施の観点から、同一路線上で同時期に開削工事を行う公共下水道事業と

の工程調整を図る計画としていたが、下水道事業での地下水湧出への対応による事業進

捗の遅れを踏まえ、事業期間を１年延長し、平成 32 年度までとする。 
市道「余瀬５号線」については、当初計画認定時は全地権者から仮同意を得られてい

たものの事業着手後、一部地権者からの同意取得が困難となったことから、当該路線の

整備により期待される効果を踏まえた整備内容の見直しを行った結果、事業量及び事業

費を減とするとともに事業期間を１年延長し、平成 32 年度までとする。 
市道「中田原那須塩原駅線」については、現道の修繕を行う計画であるが、社会資本

整備交付金を活用した道路新設工事等の事業が同一の区域で実施予定であることから、

事業の重複による無駄防止の観点から本計画の支援対象から除外する。 
以上の各路線の変更の結果、市道全体としては事業量、事業費及び路線数を変更減と

するとともに、事業期間を１年延長し、平成 32 年までとする。 
 

（林道の事業費及び事業期間の変更） 
 林道「塩の草須佐木線」については、当初想定していた残土処分場の利用が地権者の

土地利用の見直しにより不可能となり、処分場の変更が必要となったこと及び測量・調

査の結果、当初計画時に想定していた条件と異なる土壌条件であることが確認され、法

面保護に使用する植生を変更する必要が生じたことなどにより、事業費を増額する。 
また測量・設計の結果、大断面を連続して構築する必要のある極めて難易度の高い整

備区間が想定されたことから、当該区間の工程計画の見直しを行った結果、事業期間を

2 年延長し、平成 33 年度までとする。 
以上の変更の結果、林道全体としては事業費を変更増とするととともに、事業期間を

2 年延長し、平成 33 年度までとする。 
  
（計画期間の延長） 

林道の事業期間を２年延長することから、計画期間も２年延長する。 
 
（地域再生計画の目標の変更） 

計画期間を２年延長することから、地域再生計画の目標年度を変更するとともに、市

道１路線を計画から削除することから、関係する「（目標２）那須中央病院へのアク

セス改善（那須塩原駅～那須赤十字病院）」を削除する。 


